平成26年度　第４回建設事業評価審議会議事概要

日　　時　平成26年６月20日（金）14時30分～17時

場　　所　大阪赤十字会館401会議室

出席委員　多々納会長・上岡委員・大濱委員・南島委員・水谷委員
議　　題　（１）意見具申（素案）について
（２）審議対象事業について
　　　　　（３）その他

【議事概要】（◆会長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）

◆［会長］

　　前回の審議会では、第２回審議会で課題のあった、土地区画整理事業、道路事業、道路交通安全事業の説明を受け、審議を行った。次に、砂防事業６件について一括して説明を受け、審議を行った。
　　本日は、土地区画整理事業の箕面森町、道路事業の豊能池田線と美原太子線の２件の意見具申（素案）について、審議を行いたい。意見具申（素案）は、本文と審議概要で構成されているが、本文について、確認していきたいと考えているのでよろしくお願いしたい。
次に、砂防事業について、ご質問を受けた内容に対する追加の説明を聞き、審議を行いたい。

それでは、事務局から資料の確認をお願いしたい。

◆［事務局］

・資料１「意見具申（素案）（土地区画整理事業１件、道路事業２件）」

・資料２「追加説明資料（第３回審議会での審議実施事業）」：前回審議会の課題整理

・資料３「再評価（再々評価）審議案件概要及び事務局確認内容：前回同様

・参考資料「平成25年度の意見具申」

　報告事項として、２点ご説明させていただきたい。

１つは、前回審議会で会長預かりとなっていた箕面森町と美原太子線の評価調書の修正について、会長と調整の上修正した内容をお手元のファイルに綴じている。

　　箕面森町については、前回の審議で、里山やオオタカ保全地の効果を定量的に示すことは困難であるが、何らかの便益は生じているため、里山における実際の具体的な内容を記載した。次に、事業全体のB/Cが1.14のときの算定条件と第３区域の残事業のB/Cが2.65のときの算定条件について記載がなかったため、その条件をそれぞれ追記した。
　　美原太子線については、前回の審議で、B/Cの変動要因の分析について、走行時間短縮便益の記載がなかったので、「整備前後の移動時間の差が前回の評価時より短くなるため、走行時間短縮便益は減少した」と記載した。また、それに合わせて全体の文言の修正も若干加えた。
　　もう一つの報告事項として、府民意見と意見陳述の募集について、５月７日から６月９日まで行っていたが、共に意見はなかった。

◆［会長］

　　評価調書を修正した内容について、何かご不明な点があればお伺いしたいがよいか。

○　特になし。

（１）意見具申（素案）について

◆［会長］

　　それでは、意見具申（素案）の審議に移りたい。事務局から説明いただきたい。

◆事務局から意見具申（素案）の本文（１ページから６ページ）の読上げ。
◆［会長］

　　これが最終的な審議会の成果となる文章であり、通常は一年間に一回だけ、最後に全ての案件をこのような形でまとめることとなっているが、今回は、特に箕面森町関連の事業と美原太子線の道路改良に伴う鉄道の立体交差について、事業の再開を急いでいるとのことであるので、挙げさせていただいた次第である。

　　今日は、本文について議論するが、これまでの審議における質疑応答については、８ページから11ページに事業ごとに記載しているので、ご質問等があれば教えていただきたい。

まず、箕面森町について、委員の皆様のご意見をお伺いしたい。

○　２ページに記載の里山、オオタカ保全地の評価については、この書き方だと算出の仕方に少し疑問があるように思えるが、もともと国土交通省のマニュアルでは、里山、オオタカ保全地についても、地価が上昇する前提で計算するルールになっているのか。
⇒［都市整備部］

土地区画整理法上は、土地は公共用地と宅地の２つに区分することになっており、宅地に区分されている土地を大きくブロック分けをして、ブロックごとに、例えば前面の道路の整備の有無や下水道の整備の有無、公園からの距離、都心部への距離など、土地の属性に応じて評価をすることになっている。里山やオオタカ保全地についても宅地として取り扱っているが、下水道が整備されていないなど、他の一般的な住宅地に比べてマイナスの評価をしている。
○　最初はその地価が上昇すると計算されていたのか。

⇒［都市整備部］

その通り。

○　国土交通省のマニュアルでは、そのような計算の仕方で間違いはないのか。特に決まっているわけではないのか。

⇒［都市整備部］

今回のような事例についての取り扱いはないので、宅地として評価を行った。

○　では、このような書き方でも問題ないということか。地価が上昇するという前提で便益を計算したことに疑問があるということであるが、もともと国土交通省の費用便益分析マニュアルに基づいて普通に行っていたという話なのか、それとも最初から本来は配慮すべきだったのにそれができていなかったのか。

◆［会長］

先ほど説明があったように、土地区画整理事業では公共用地か宅地という区別しかない。ここでは宅地として便益の評価を適用したということ。里山やオオタカ保全地を公共用地として解釈することももちろんあるが、公共用地についての便益はどのようになるのか。

⇒［都市整備部］

算定しないことになっている。

◆［会長］

ここについての議論として、どちらに解釈するのかという裁量の中で、宅地に解釈していたという事実が過去にあったことを私たちは認めたわけであり、それを違う方法で解釈すればどのようになるのか説明していただいたということ。

解釈に自由度がないわけではないが、それが府民の立場から考えて、もしくは通常の合理性を備えた個人が聞いたときに、少しおかしく聞こえないのかという観点で、きちんと答えていただいたということ。国土交通省のマニュアルにこだわる必要は全くないと思う。
○　最後の事業全体の継続について妥当であると判断したというところの前の文章が少し長いので、今お話しされたような説明があると分かりやすいと思う。
◆［会長］

そこまで書くともっと明確になるが、そのようにした方がよいか。

○　どちらがよいのか。

◆［会長］　

ここでのポイントは、簡単に申し上げると残事業のB/Cが１を超えていて、これは事業継続が妥当であるということ。この一点でそこは費用便益分析的には決まりである。ただ、事業全体で見るとB/Cは0.94であり、この事業は効率が悪かったのかという話になるので、それは少し気になるため、ここでは算定していない便益もあるということを書いている。長くて分かりにくいということであれば修正したいと思うが、他の委員はいかがか。

○　これで結構。

◆［会長］

これでよいか。公園や森林整備事業の便益についても多少丁寧に書いてもらうようにしたつもりではある。最後の「結び」のところでご意見があれば修正するのでお聞かせ願いたい。特にご意見がなければ、箕面森町については、このままいきたいと思う。

次に、道路事業の府道豊能池田線についてご意見はないか。

○　これは美原太子線と対応方針が同じであるので、結論として再開が妥当であるという一文を入れなくてもよいか。

⇒［事務局］

参考としてお配りしている昨年度の意見具申を見ていただければと思う。１ページをご覧いただくと、「はじめに」から始まり、次に、「審議対象の基準」、３番目に「審議結果」があり、「次表に記載の12事業について審議を行った。その結果、その対応方針(原案)は、本審議会に提出された資料と説明の範囲において適切であると判断した。」と記載があり、結論としてはここで言い切るスタイルである。
後ろの記載部分については、特にその中でご確認になった内容や審議会からいただいたご意見、内容等を書くスタイルなので、毎回そこでどのような判断をしたのかというところまでは書いていない。箕面森町に限っては、第３区域の話が重要なので、「以上のような説明を受け、第３区域の事業着手を含めた本事業全体の継続について、妥当であると判断した」と記載しているが、全体のトーンとしては、むしろ豊能池田線や美原太子線が一般的な書き方である。箕面森町が規模の大きい重大な案件なので、あえて詳細に記載させていただいている。

○　了解した。

◆［会長］

対象事業はこの３件しかないから全部妥当だと書いても別にいいと思う。ただ、去年のものを見ていただければ、記載の短い案件がたくさん並んでいるので、そこで全部そのように書くのかと言えば、それもどうかということで、今の形になっている。ご意見をいただいて、こちらがいいということであればそちらにしたいと思うが、いかがか。

○　書いた方がいいと思う。

◆［会長］

妥当であるということか。ではそのように記載するか。

○　そうでなければ、説明を受けたというだけでは、聞いただけという形になってしまうと思う。

⇒［事務局］

そこは、実は過去にもいろいろご意見があったところで、例えば今回３件であるとそのような話はあまりないが、たくさんの案件を預かっていると、あまりご意見の出なかった案件もある。そのため、特にご審議が深まったものだけを挙げてみてはどうかというご提案を差し上げたときもあったが、やはりこれだけお時間を掛けて審議していただいているので、説明を受けただけであっても、それは残した方がいいのではないかということで、説明を受けただけのものが残っているということ。今のご意見では各事業について、その都度その事業について適切であるとの判断をしたということを、最後に書いていくとスタイルに改めるということでよいか。

○　今のご意見を聞くと納得したので、その都度書いていただかなくてもいい。

⇒［事務局］

おそらく、今回の３事業は、一つ一つが結構長めであり、あったほうが分かりやすいと思うが、文章が短い事業が連続して、毎回、適切であると判断したと記載すると、少しくどいイメージになってくると思う。

◆［会長］

各事業がいくつもの点を確認しているので、「審議では以下のことを確認した。」と記載している。確認したところ、その内容が長くなっているため、そのあとで、例えば「以上の審議の結果」とか「以上のような審議を経て」とか書いて、「継続が妥当であると判断した」あるいは「継続（一部再開）は妥当である」と一言書いておけばいいと思う。ここでは案件は３つだけだから、これについては書いておいてもいいと思う。ただ、砂防は６件出てくるため、そのときに一つずつどうするのかと言われれば、それは少し書きにくい。
○　昨年の意見具申のときにその点が問題になって、今のお話のように改めていただいたという経緯があり、今の方が結論はこれで優位点はこれということですっきりしているのではないかと思うので、このままでいいと思う。ただ、会長がおっしゃるように今回だけ変更スタイルにするというのも一つの方法であると思う。

◆［会長］

今回だけ絶対しなければいけない理由はない。今のままでいいか。

○　今のままの方がいい。

◆［会長］

このままでよいか。
○　特になし。

◆［会長］

では、このままでいくことにするが、文章の中で何か問題等ないか。
○　16行目から19行目までの「国道423号重複区間については、・・・新名神高速道路との同時供用(平成28年度)、」で終わっている。そのあと「箕面森町区間は・・・を目標としている」となっている。できれば、これは目標を決めるものだと思うが、「・・・を予定している。また・・・」とすることはできないか。

⇒［都市整備部］

「予定」までいくと少ししんどい。

◆［会長］

では、「目標」というのは、「目指して」は駄目なのか。

⇒［都市整備部］

それは可能。

⇒［事務局］

同じ目標の言い回しを変えるという意味か。

◆［会長］

その通り。

⇒［事務局］

前半は、「新名神高速道路との同時供用（平成28年度）を目指しており、・・・」、後半は、「・・・目標としている」でどうか。

◆［会長］

前半は、「・・・目指している。」とすればいいのでは。

⇒［事務局］

表現としてはそれでいいと思う。

◆［会長］

他に何か気が付いたところはないか。もし何かあれば後でいただくことにして、ここまで原案どおり書くことでよいか。

○　異議なし。

◆［会長］

続いて、美原太子線についてご意見はないか。
○　10行目から14行目までが、確認したことであるが、鉄道事業者と協議する契機となったのは、この事故があったからだと読めるが、それで良かったのか。

⇒［都市整備部］

それは一つの要因となっている。

○　言い方を変えれば、事故がなければ協議しなかったのか。そのまま予定通り進むはずであったということか。

⇒［都市整備部］

実際この事故があって、鉄道事業者から改めて協議のテーブルに乗っていただきたいということがあったので、重要な要素と思っている。

○　もともと協議していたけれども、これがあったために再度協議をしようとしたということと理解した。
◆［会長］

他に確認や修正等はないか。
○　意見なし。

◆［会長］

では、美原太子線については、この表現のままいきたいと思う。

次に、結びについてはいかがか。

○　「てにをは」の問題であるが、32行目の「・・・かと確認した」は、これでいいのか。これに対し検討したということを確認したのか。それとも、それを問題にして回答になったのか。少し文章としては分かりにくいと思う。

◆［会長］

過去に聞いたということを表現している。「確認」というのは問い合わせたという意味である。

○　「確認」するというと、それを認めたという意味合いになると思う。

◆［会長］

では、認めたということはどのような言葉で「確認」に変えればよいか。例えば「問い合わせた」とか。

○　全く「てにをは」の問題なので、これで問題ないとお感じであれば結構である。

◆［会長］

今の点については、事務局で文案を考えていただきたい。他にないか。

○　結びの第一段落の26行目から29行目であるが、ここは審議対象について書いているので、冒頭の審議対象の話に書いた方がいいのではないのか。

⇒［事務局］

意見等、「はじめに」の方に移させていただく。

◆［会長］

「結び」にもっとこんなことを入れてもらわなくては困るということはないか。どちらかと言えば、環境の便益がうまく足りなかったということは、もう少し考えてくださいと書いているイメージであるが、国が策定しているマニュアルに沿っていないからいいのではないといいたいということである。他はよいか。
○　特になし。

◆［会長］

先ほどの「・・・と確認した」の話はいかがか。

⇒［事務局］

文章が長くなるのはどうなのかということはあるが、例えば何らかの定量的な評価ができないかということについて確認した。あるいは何らかの手法による定量的な評価の可能性について確認したとか、どちらにしても若干長くなる。

◆［会長］

　やはり用語として「確認した」は使われると思う。普段の生活では「確認した」は、何かが済んで確認しなければいけない感じになるが、今は確認をするための資料提出を求めて、「その理由の説明を求めたみたいなものを確認した」と書かれるのだと思う。そのような理解でいいか。

○　それについての説明を求めたということなのではないのか。

民事訴訟の類型には、確認訴訟というものがあり、確認判決では、例えば「所有権があることを確認した」というように、その存在を認めたときに使う文言である。

◆［会長］

「説明を求めた」と書くのは別にいいのではないか。「確認した」と書かずに「説明を求めた。」これに対して「・・・の説明があった。」あるいは「回答があった」でもいいし、どちらでもいいと思う。

⇒［事務局］

まず審議では以下のことを確認した。ここに関しては質疑が終わったあと確認したということであるので、これは「確認」を使わせていただいてよいか。

◆［会長］

はい。

⇒［事務局］

　そのあと中の文章でほかにも何々について確認したと。実際には説明を求めたというところで確認したという文章を使っているので、そこも併せてその表現に変えさせていただく。

◆［会長］

そのようにして大丈夫なのか。

⇒［事務局］

　おそらく説明という文言が多くなるのではないかと思う。「説明を求めた。」「説明を受けた」という流れにはなると思う。

○　行政関係の用語としてそれをよく使われ、皆さん方が全然違和感がないということであれば結構。

◆［会長］

これは難しい。そのように解釈するのだという辞書を頭に置いておれば非常に読みやすいと思う。「確認した」がたくさん出ていたから、そこを直すとなると、ずいぶん大変だと思うが、最後だけ「説明を求めた」と書いても別にいいのでは。

⇒［事務局］

それほど手間はかからないので、修正した文案で見ていただきたい。
◆［会長］

説明があったと書いて回答したとか、あとの答えがあったとか、多少バリエーションはあると思う。次に最終的な案が出て、それを皆さんで良いか悪いか見てもらわなくてはいけないが、一応それについて試していただきたい。それで次のときに良いか悪いか決めたいと思う。
⇒［事務局］

承知した。

○　別に公権力を確認するという感じの行政行為という話では全くないので、一種、用語として、あまりこだわらずにやっていただいていいのではないかと思う。

⇒［事務局］

特に行政用語としてのこだわりはなく、また、この意見具申は審議会が主体として出されるものなので、文章的に流れがうまくいけばいいと思う。
◆［会長］

我々がこの意味を分かっていればいいと思う。

では、これで最後まで来たが、この案件についての審議は今日のところは終わらせていただき、今いただいたご意見を基に修正案をつくっていただき、次回これを採択したいと思う。そこまでの間で後ろに詳細な議論等も書いてあるが、それについてもご意見があれば、それもお寄せいただければと思う。

（２）審議対象事業について

◆［会長］

続いて、砂防事業の６件の審議に移りたいと思う。前回の審議では６件の事業の概要を一通りご説明いただいて、砂防えん堤工４件に関しては、「事業継続」、渓流保全工２件に関しては「休止」というご提案をいただいている。審議ではいくつかのご質問があった。一つ目は、土石流対策の進め方について、渓流保全工よりも砂防えん堤を優先して整備する理由を、もう少し明快に説明していただきたいということ。また、継続中の事業の「継続」「休止」の判断にあたり、「休止」する事業のB/Cより高い事業を「継続」としているので、どのように考えているのかご説明いただきたい。次に渓流保全工を計画している宮川砂防事業と見出川砂防事業については、休止するということであるが、休止する理由について再度確認させていただきたいと思うので、追加でご説明いただきたいと思う。併せて渓流保全工２件については、評価調書の修正も行っていただいているので、そのご説明もお願いしたい。

最後に、堂村北谷砂防事業については、土石流の危険を伴う渓流付近の避難所を保全するために、砂防えん堤を造るのではなく、避難所そのものを安全な場所に設けたほうが整備費用も安価で安全になるのではないかというご質問があったので、それに関しても併せてご説明をいただきたい。

では、担当部局からご説明をいただきたい。

⇒［都市整備部］

説明をさせていただく前に、前回審議会で、残り時間が少なくなっていたことから、後日ご質問をお受けすることになっていたが、委員から堂村北谷砂防事業について、いくつかご質問をいただいているので、それを先にご紹介させていただきたい。

まず、今回の費用対効果が1.02、前回は1.33である事業が、今回休止とする宮川砂防事業（前回のB/C＝2.39）、見出川砂防事業（前回のB/C＝2.01）に優先するという判断について、進捗率は３事業とも０％であるということを踏まえ、その理由を説明してほしいというご意見をいただいている。
次に、砂防えん堤による唯一の保全対象が市指定避難所であるため、本事業が進められようとしているが、避難所に指定されたのはいつなのか。避難場所の変更も含めて再検討すべきなのではないか、１施設の保全のために、他の砂防事業に優先して2.6億円を費やすので、避難所指定から時間が経過している場合は、特に十分な議論が必要と考えるというご意見をいただいている。あわせて、避難所の指定については、本審議会での検討領域を越えていると思うので、避難所指定の関する議論の結果を待って，本審議会で再検討することは出来ないかというご意見をいただいている。
次に、砂防ダムを設けても、土石流などで避難所が被害を免れない場合もある。むしろ、避難所を別途造れば、その心配もない上に、経費も軽減できるのではないかというご意見をいただいている。

　　次に、年間の宿泊利用日数と利用者数を示すことや、図面が小さくわかりにくいので、施設の配置などをもう少し明確にしてほしいというご意見をいただいている。
このようなご意見を踏まえて今回追加の説明をさせていただきたい。

　　まず、土石流対策として、砂防えん堤工と渓流保全工の対策方法の考え方について、追加の補足説明をさせていただきたい。

砂防えん堤は、発生した土石流を直接補足して、直下流にある人家、人命に損傷を与える範囲の被害を防止するものである。発生した直後の土石流は、非常にエネルギーが大きく、家を押しつぶし、直接人命にも損傷を与える可能性が非常に高いものに対して、その被害を防止する。また、水や土砂を下流に流す役割も担っている。

　　渓流保全工については、流れてきた水により、護岸が削られることを防止して下流への土砂の流出を防いだり、川からあふれる土砂で家が浸水すると人命に影響が出る可能性もあることから、そのような被害を防いだりする役割を担っている。直接人命に影響を与えるリスクの高いものは、土石流発生直下にあたる部分になると考えている。渓流保全工の整備は、基本的には土石流の上流に砂防えん堤の整備がある程度出来上がってきた段階で、その進捗に合わせて整備を実施することにより効果が発現されるものである。

　砂防えん堤は、土石流発生直下の家屋が保全対象となるが、渓流保全工は、一端あふれると、市街地に浸入することもあるので、浸水被害の面積が広くなり、保全対象家屋も多くなる。これが、渓流保全工の方が、結果的に便益が高くなる要因となっている。

　　次に、土石流対策の進め方について、新たに事業を進めるときの考え方を上にまとめている。これまでは現地の状況や地元の要望などを受け、整備状況を踏まえて、事業の採択要件に合致する場所の砂防えん堤や渓流保全工の整備を行ってきた。平成24年度以降については、「今後の土砂災害対策を検討する委員会」において、災害が発生したときの危険度と影響度の評価を行い、評価の高いところから優先的に整備を進めていくべきという提言を受け、人命や家屋の被害を直接軽減する砂防えん堤の整備を渓流保全工よりも優先的に進めていくとしている。その際、渓流保全工のみの新規事業は当面実施しないという方針を打ち出した。ただし、砂防えん堤と渓流保全工を一緒に実施することで、より効果が上がるということであれば、併せて実施することはあると思う。継続事業の考え方については、基本的には保全する対象施設がなくなる等状況に変化がない限り全て完成を目指すこととし、土石流対策として砂防えん堤および渓流保全工を進めてきたところである。
　　今回「休止」と提案した宮川と見出川の砂防事業については、本来、昨年度の審議案件であったが、まだ大阪府の方針が定まっていなかったため、今年度審議していただくこととしたものであり、一年間検討して事業の進め方を決定したので、フローに基づき説明させていただきたい。

　　継続中の事業の継続・休止に係る判断であるが、砂防えん堤については、原則これまで同様、整備を進めていくことにしている。ただし、事業採択要件に適応されなくなった場合や、平成24年度の事例にもあったが、どうしても地権者の特定ができない場合において、事業を休止する判断もあると考えている。

　一方、渓流保全工については、現地の進捗率を鑑みて、その判断をすることとしている。現在、渓流保全工の事業は、宮川、見出川を含めて府下８箇所ある。大阪府が実施する現地着手済みの事業は５箇所であるが、括弧書きの１箇所については、平成24年度に審議した彩都に関連する渓流保全工であり、事業主体は大阪府であるが、実際はＵＲから事業費を負担していただき、住宅開発と併せて進める砂防事業のため区分している。これらの全６箇所の渓流保全工については、すべて用地を取得して工事を進めている。

　　このような現地着手済みの事業については、継続して整備を進めることとし、宮川と見出川のように現地未着手の事業については、平成24年度以降の新規事業に準じて、渓流保全工のみの事業であることから当面実施しないこととした。これは、土石流発生直下の人家を保全する等危険度の高い事業を優先して整備を進めるという考え方に基づくものである。

宮川砂防事業は約400ｍの渓流保全工を実施する事業であるが、土石流が発生し危険の高い所から少し距離があり、土石流の直撃による人命・家屋の損傷リスクは、少し低いと考えている。ただ、一端流れてきた土石流が氾濫すると、流域内の人命・家屋等に影響を与えることもあるため当面休止と考えているが、今後、上流の砂防えん堤の整備と併せた施設の整備が必要であると考えている。

　見出川の渓流保全工についても、土石流の発生の恐れがある所から少し距離があることから、土石流の直撃による人命・家屋の損傷リスクは低いと思う。ただし、宮川と同様、一端、氾濫すると人命・家屋等への影響があるので、今後、上流の砂防えん堤の整備と併せた施設の整備が必要であると考えている。

　　今の説明を踏まえて、評価調書の修正を行った。「事業の進捗の見込みの視点における判定（案）」の修正については、以下の通り。

『土石流対策については、人命や家屋の被害を直接軽減する「砂防えん堤」の整備を渓岸の浸食や家屋の浸水被害等を軽減する「渓流保全」より優先して進めることとし、渓流保全工のみの新規事業は当面の間実施しないこととしている。

　本事業については、用地境界が未確定であり、現地未着手であることから、新規事業に準ずることとし事業を休止する。』

　同じように、対応方針（原案）については、以下の通り。

『土石流対策については、人命や家屋の被害を直接軽減する「砂防えん堤」の整備を渓岸の浸食や家屋の浸水被害等を軽減する「渓流保全」より優先して進めることとし、渓流保全工のみの新規事業は当面の間実施しないこととしている。

　本事業については、用地境界が未確定であり、現地未着手であることから、新規事業に準ずることとし事業を休止する。

　なお、事業の必要性については変化がないため、今後、府における土石流対策の整備状況を考慮し、今後の大阪府都市整備中期計画策定時点等において本事業実施の判断を行う。』
　次に、堂村北谷砂防事業に関するご質問に対してお答えする。

青少年センターの開設時期は昭和51年で、平常時の利用については、平成25年度の実績として8,300名の方が利用されていて、稼働日数は約100日となっている。

　　避難所としての位置付けであるが、同センターの避難所としての収容可能人数は322人で、周辺地域の避難所として開設時より指定されている。また、周辺地域がすべて土砂災害の危険箇所となっているため、適切な候補地がないのが実情。平成26年の地域防災計画の改定においても、代替施設の選定が不可能であるため、そのまま避難所として指定している。

　避難所を他に設けられない理由としては、まわりが山間地であり、その代替用地の確保が難しいということ。用地を確保する場合は平場を造る必要があるが、その場合に山を切る必要があるので、新たな土砂災害危険箇所が生じることになると思う。

周辺の航空写真をご覧いただくと、「青少年センター」の位置が右の下の赤い丸印で、「集落」がこの避難所を利用される集落の位置になる。

　　本事業は、避難所の施設を守る他に、集落にお住いの方が避難路や日常生活に利用される道路である主要地方道堺かつらぎ線の保全に資するものであり、避難所のみならず青少年センターとしての施設の保全も踏まえて、土石流対策を進めていく必要があると考えている。
◆［会長］

いくつか皆様方のご質問に対してお答えをいただいたと思う。
写真を見てみると、ここに対象となる渓流があり、そこから土石流を受けるが、センター施設はその辺りにあり、その下に道路がある。道路は滝畑ダムの周りを巡っており、全ての集落の方がセンターに逃げてこられるという計画になっているということか。

⇒［都市整備部］

　　計画では、もう少し下流域からも来られるようになっており、この写真上で分かるだけでもこれだけ多くの集落の方が、唯一の避難所として集まってこられる。

◆［会長］

　一概に避難所といっても、一時避難場所、一次避難所、二次避難所など色々なものがあり、命を守るために一時的にどこかに身を寄せるということもあるが、もう一つは、そこに入ってしばらく復帰を待つという避難所もある。そのような観点でいえば、多分後者の性格が強いと思うが、そのような背景をご理解いただければいいと思う。
それではご意見を伺いたい。
○　現状で渓流保全工という計画があるが休止するということはわかったが、４ページ、５ページにえん堤未整備と記載があるが、計画自身は存在しているのか。

⇒［都市整備部］

全ての土石流危険渓流に砂防えん堤の整備を計画している。ただ、前回、指標をお示ししたとおり、評価の高いものから順番に整備していくため、周りに人家が少ししかないところが認められるので、優先順位としてはそれほど高くならないと考えている。

○　今のルールによると、そこができない限り渓流保全工はできないということか。

⇒［都市整備部］

えん堤ができないか、または、上流のえん堤の整備と合わせて、下流の渓流保全工も進めていく計画に変える必要があると思う。

○　避難場所がここしかないということであるが、この辺りの子供はどこの小学校に通うのか。

⇒［都市整備部］

以前はこの青少年センターが、この地域の小学校であったが、小学校の統廃合に伴い、下流側のここから少し離れたところに通学されている。

○　そこを指定するのは、宿泊施設があるかないか、そのようなことで変わってくるのか。

⇒［都市整備部］

その小学校もすでに指定避難所になっていて、そこの面積だけではこの地域の避難される方を収容するスペースが足りないということで、こちらの青少年センターも避難所に指定されている。

○　理解した。

◆［会長］

今日のポイントをもう一度、確認しておきたい。B/Cが渓流保全工よりも小さい砂防えん堤もあるのに、渓流保全工を止めるのは理不尽ではないかというご意見があったが、この点については、今日の説明でクリアになったか。

○　渓流保全工のB/Cは、もともと算出したときは、えん堤を未整備で渓流保全工だけ造っても2.39や2.01という数値が得られていたということか。

⇒［都市整備部］

評価手法として妥当であったかどうかという議論はあると思う。マニュアルに沿って算定すれば、そのような数値が出たということであるので、事業着手の段階で、どのような評価をすべきなのか、今後考えていく必要があると思う。

○　今日の話は分かったが、なぜ、そのようになるのかということについては非常に疑問に思った。

◆［会長］

　ここでは、大阪府の方針を明快にしていただくことにより、渓流保全工を実施しないということが分かった。もちろん他にも優先すべき事業がいろいろあるが、その中でプライオリティを付けられたのだと思う。

　堂村北谷砂防事業は、用地取得率ゼロ、工事進捗率ゼロという状況であるが、地権者の特定はできている。これまで、用地境界が確定できていなかったため、進められなかったが、境界が確定できたことから進められるようになったということか。
⇒［都市整備部］

　作業に少し時間がかかっていたが、先般ようやく境界の確定が終わって、価格の提示ができる状態になった。

◆［会長］

つまり、用地境界の確定まではクリアーしていて、休止となることはないということか。

⇒［都市整備部］

その通り。
◆［会長］

用地取得率ゼロ、工事進捗率ゼロだから、休止になるわけではなく、大阪府の方針としては継続するということである。その上でこれ自身が妥当かどうか判断したい。
避難所に指定されているのは、前回資料15ページに記載のえん堤直下の建物で、被害を受けるのはその建物だけか。

⇒［都市整備部］

　　その建物を中心に影響を受けると考えている。
◆［会長］

　　その建物の施設の用途は何か。

⇒［都市整備部］

　　平常時は食堂棟として使用しており、災害時は避難スペースになる。

◆［会長］

　　収容できることを考えると、そこで煮炊きができるところがあるということは非常に強みであり大事にしなければいけない。また、水を確保しておくことも大事だと思う。

　　平常時に、仮にプールや食堂などの利用者がいるときに土石流が発生すると大変であるが、今は使われているのか。

⇒［都市整備部］

使用している。

◆［会長］

仮にそのような利用者の方がおられたときの人的被害額は便益の中にどのように入っているか。

⇒［都市整備部］

平常時利用の人数はカウントしていない。

◆［会長］

従って、平常時に青少年活動センターを使われている方は年間9,000人で、いつもおられるとは限らないが、その時点で災害が起きると困ったことになる。それはカウントされていないということであるが、カウントできるのか。

⇒［都市整備部］

それが妥当かどうかは別であるが、例えば一日の最大利用人数何名という方を統計上調べて、その方々の逸失利益という形で計上することは可能である。

◆［会長］

それで発生確率を掛ければ、その人が生きるかもしれない潜在日数とかを出してみることはできそうか。イメージとしてどれぐらいになるのか分かれば、それでもいい。

⇒［都市整備部］

それならばお示しできると思う。例えば、人的被害額がこれぐらいになるという形でお示しできると思う。

◆［会長］

避難所が被災するときはどのような想定なのか。そこに集まっているたくさんの方が亡くなるという計算なのか。

⇒［都市整備部］

あくまでこの建物自身の被害として、公共土木施設被害額をカウントしている部分と建物一棟あたり３名の方がおられる前提で、人的被害額を算出することになっている。
◆［会長］

仮に、年間に10日で300人ぐらい使っているとすれば、１日当たり30人分として、人的被害だけで今の10倍ぐらいの数字が出るということか。

⇒［都市整備部］

利用者がおそらく小、中学生とかが林間学校に来られると思うので、その単位がどれぐらいになるのか分からない。

◆［会長］

できれば参考値として付けていただければ、妥当性があるという言い方もできるかもしれないが、いかがか。

○　参考値はあるほう方がいいと思う。また、最大より平均で計算した方が、去年１年間の最大の利用者数よりも、平均値を用いた方がよい。

⇒［都市整備部］

承知した。どこまで数値としてお示しできるか分からないが、検討する。

○　この平常時の利用者が8,300名と決して多い数ではないと思うが、小学生などが林間学校で使うことが主な用途と伺えたが、そのような理解でよいか。

⇒［都市整備部］

夏場の利用者がかなり多くなると思う。

○　夏場に小学生が100名、200名程度来て何日か泊まるということを合わせると8,300名になるということか。

⇒［都市整備部］

その通り。

○　そうすると、小さい子どもが利用する施設ということを基本に考えるということになるのか。

◆［会長］

だからそこを計るべき便益の対象者がおかしいのではないかと思う。今の便益の評価マニュアルにあるかどうか別だが、そのような計るべき対象のものが計れていなくて、それ以外のものだけというならば、他に違う方法があるのではないかということになる。実際は、たぶん計られるべきものを計られれば、皆納得できるのではないかと思う。では、ここについては、それについて対応が可能だとおっしゃったので、次回、資料を追加いただき検討させていただきたい。

　次に、この案件を除く砂防ダムと宮川、見出川についての結論である。対応方針（原案）や調書の書き方、その他、何かご意見はないか。

　　まず、補足資料の６ページの渓流保全工２事業の「事業の進捗の見込みの視点における判定」は、この書き方でよいか。上には前回は「今後の土砂災害対策の進め方検討委員会」の提言に基づきと一行入っているが、下には入っていない。これは入れられないのか、それとも入れても大丈夫なのか。

⇒［都市整備部］

入れることは特に問題ないと思う。ただ、その提言をいただいたものを踏まえて、今回、大阪府で方針を示したという形で記載しているので、その後の補足はできると思う。

◆［会長］

そのようにしていただければかえって分かりやすいと思うが、これだと誰が何をどのように判断したのか分からない。
⇒［都市整備部］

承知した。

◆［会長］

長くなるが、「現地未着手」を削除して、「今後の土砂災害対策の進め方検討委員会」の提言に基づき、大阪府は何々について何々という方針を定めたのなら定めたと書いていただく。さらに、本事業については用地境界が未確定であり、現地未着手であることから新規事業に準ずるものと判断し、事業を休止することとしたというような文章にされたい。

　基本的には上の部分は大阪府が決めた方針だと分かるようにしていただければいいと思う。他にご意見はないか。
○　意見なし。

◆［会長］

それでは、次のページの「対応方針（原案）」の判断の理由に移りたい。

　上段は同じかもしれないが、「なお・・・」以下が分かりにくい。事務局にお伺いするが、休止の場合は、確か何か再検討するタイミングを明示するということではなかったか。

⇒［事務局］

その通り。

◆［会長］

見直しをするタイミングは、ここも大阪府中期計画策定時点等と書いてあることで、明示されていると理解していいのか。何かこれがはっきりした時点でないような気がしたが、これでいいのか。

⇒［都市整備部］

次の中期計画の見直し作業等において、事業予算の配分状況等を踏まえて、優先順位の高いところから順番に何箇所程度という数字は出していけると思うが、その優先順位の高いものが、すべて整備が終わっていけば、必然的に次の優先順位のものが挙がってくるので、そのような時期に判断したいと思う。

⇒［事務局］

もともと、委員から休止する場合には、次いつ見直すのかというところを明示すべきというご意見をいただいて明示することにしたので、本来なら何年度という目途が必要と思っている。

◆［会長］

やはり、私もそのように思う。次の中期計画は決まっているのではないのか。

⇒［都市整備部］

今、その作業を進めているところである。

◆［会長］

何年に一度行うのか決まっていないのか。

⇒［都市整備部］　

５年に一度。

◆［会長］

では、何々を目途とする時期と書けばいいのではないか。次の中期計画は何年か。

⇒［都市整備部］

平成27年度である。

◆［会長］

少し時期が早過ぎる。その次の中期計画になるか。

⇒［都市整備部］

現在、中期計画の見直しの作業の最中で、どのような扱いにするのか、まだ検討中の状態であるので、今のところ明確に書きづらい。

◆［会長］

いつ頃を目途とするということも書きづらいのか。ではここは次期と書くのか。今後と書くと一つ目なのか三つ目なのか分からない。

⇒［都市整備部］

　上流に人家がなく、えん堤整備と渓流保全工をセットで整備するのであれば、次の時期とかその次の時期の中期計画には入ってこない状況であると思う。

⇒［事務局］

他の事業もそうだが、次期の見直しをいつにするのか明示すべきということだけで、そこで必ず実施か中止かの判断をするわけではなく、もう一度、休止の判断をするということも当然あり得る。

◆［会長］

その通り。だからそうでなければ中止にしてくださいということ。要するに、事業の必要性がなくなったので一度中止にして、もう一度、一からつくればいいのではないのか。
どうしても休止とされるのであれば、状況がどのようになったのか、この審議会に簡単な説明でもいいので、例えば、「まだなかなか好転しないからこのまま進めることはできないため休止継続である」と説明していただきたい。休止とするからには、事業は残っているので、同じことが続くことになる。

⇒［都市整備部］

承知した。書き方を検討し、時期を出せるようにさせていただく。

◆［会長］

他に何かご意見はないか。もしなければここまでのところで、簡単に砂防事業の話についてまとめていきたいと思う。

砂防えん堤は、対応方針（原案）を見ていただくと、いくつかの具体的な内容を書いて継続と書いているので、特に問題はないと思う。

堂村北谷砂防事業については、平常時の利用を考慮した費用便益の算定を参考値でも結構なのでお示しいただいた上で判断したいので、次回説明をお願いしたい。

また、渓流保全工２事業の休止の判断理由について、期限をできる限り入れていただくようご検討いただきたい。

⇒［事務局］

「今後の土砂災害対策の進め方検討委員会」の提言に基づくという部分についてもご意見があったと思う。

◆［会長］

その部分ももちろん直していただきたい。では、これで予定していた議題はすべて終了した。本日、答えられなかった点はないが、若干修正があったので、整理いただき、次回、審議したい。
（以上）
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